第89回定期株主総会への質問書　　　　　　　　　

社員株主として、ＯＫＩグループの業績が回復し、売上高、営業利益、経常利益、当期純利益と全てのセグメントで増収となったことは大変喜ばしいことです。

この結果をしっかりと踏まえて、ＯＫＩの更なる成長を切り開くためには「人・技術・モノづくり」を大切にしていくことが大事だと思います。海外連結子会社の不適切会計問題で傷ついた企業に対する信頼関係を取り戻し、コンプライアンス経営と国際労働基準に則して、企業の社会的責任を果たしていくことが求められていると思います。

そうした視点に立ち、以下の質問をさせていただきます。

1. 研究・開発の方針と展望について

　　先端技術の流出をくい止め、研究と開発を推進する体制づくりや、技術を支える人材を育成

し、ＯＫＩブランドの技術開発を一層発展させることが、今後の成長にとって欠かせないと

思います。研究開発効率（営業利益対比）は０７年～０９年のマイナスから改善されてきて

いますが、今後の方針と展望をお聞かせください。

2. ＯＫＩシステムセンター（埼玉・蕨）の賃借料について

今年も資金繰りのために固定資産が売却されました。０８年に売却した東京・港区のビジネスセンター（約１０００人）は年間賃借料を１１．３億円払っているが。今年は、埼玉・ＯＫＩシステムセンタ―の土地を売却して約２６億円の利益を得たが、年間の賃借料はいくらですか。

3. 普通株主への配当について

業績と株価の上昇傾向で「来期は8年ぶりの復配を目標」にしているとの事ですが、配当水準はどのぐらいで検討しているのですか。

4. 日本経済再建に向けた、企業の社会的責任について

日本がデフレ経済からの脱却、健全で活力のある産業が成長するためには、豊かな国内市場が存在しなければなりません。内需拡大のためには、何よりも賃金を引き上げ、正規雇用が当たり前の「安定した雇用」を実現することが求められていると思います。そのことに企業としての社会的責任を果たすことが求められていると思いますが、どう考えていますか。

5. グローバルコンパクトと国際労働基準の取り組みについて

　2011 年３月に発表された国連の報告「ビジネスと人権に関する指導原則」は、人権を尊重す

る企業の責任とともに、企業を含む第三者による人権侵害から人びとを守る国家の義務を明

らかにしました。そして、単なるうたい文句ではなく具体的な政策・規制や行動として、企

業がその社会的責任を日常的に果たしていく道筋を示しています。

日立は国際連合の基準に基づいた「日立グループ人権方針」を策定し、「人権尊重の責任を果たすことを誓う」と規定し、具体的には国際人権宣言や国際労働機関（ＩＬＯ）が定める人権尊重の方針を遵守することをあらためて宣言しました。人権への取り組みに積極的な姿勢を示すことが、事業のグローバル展開にプラスになると判断して取り組んでいます。ＯＫＩではどんな取り組みになっていますか。具体的に説明してください。

6. 企業の社会的責任（CSR）について

経済団体が『社会的責任経営』に、「企業は社会の一員として、社会に何をもたらすために存在

するのか、という基本命題にもう一度立ち戻る必要がある」と言い、企業を「社会の公器」としてとらえ、その社会に対する責任を広くとらえる立場に立たなければならない」と述べています。特に重視しなければならないのは、企業には従業員の雇用と家族の生活を守る責務があり、それこそが企業の社会的責任の核心をなす問題だということだと思います。

この点についての考えをお聞かせください。

7. 海外連結子会社の不適切な会計処理問題と社風改革について

　（１）沖データのスペイン販売子会社の不適切会計処理と整理損などで３５０億円もの損失を出しました。職場で日々、業績向上のために努力していても、一瞬にして水の泡になってしまいます。不正な行為を二度と起こさないためにも、再発防止策の徹底、職場に自由に言える雰囲気が必要です。「言う、言える、聞く」の自由で闊達な議論ができる、風通しのよい社風の改革が今こそ求められていると思いますが、取り組み状況を報告してください。

（２）この事件をきっかけに、子会社管理の徹底、内部統制の見直しと内部監査機能の強化、ガバナンスの強化とコンプライアンス意識の向上などの対策が行われているとの事ですが、１２年９月以降に「通報制度」による通報は何件あったのですか。

8. これまでの労働条件切り下げに対しての報い方について

従業員はこれまで企業の再建に向けて、労働条件の切り下げに耐えてきました。株価も上がり業績も回復しつつあると言うことで、これまでの「賃金カット分」（再建協力金）や「事業構造変革への協力に対する報い方」について、どう経営陣が応えてくれるのか注目をしています。ＯＫＩの更なる成長を目指すためにも、従業員のモチベーションを高めることは必須と思います。近々に返済や報い方は実施されることになりますか。

9. OKIグループの従業員数に関する件について
第８８回株主総会の資料及び有価証券報告書と経営説明会資料及び第８９回株主総会の事業報告に於ける従業員人数についてお聞かせください。

（１）２０１１年の平均臨時従業員数は２，８６８人と株主総会でも説明されましたが、２０１２年の平均臨時従業員は何人か。１２年に契約社員など臨時従業員（有期雇用）から正規社員（無期雇用）に登用した人数は何人ですか。また、派遣社員から、直接雇用（契約社員）となった人数は何人ですか。
（２）第８９回株主総会事業報告書の９ページに記載の従業員の人数には、パート・臨時・契約社員などの有期雇用従業員は含まれていますか。

（３）プリンタ事業に従事する従業員数は１１年度末６，５２２人から１２年度末５，５６４人と約１０００人減員になっているがその理由と退職割増金などの費用はどのようになっていますか。

（４）３月２８日に公表されたプリンタ事業戦略の経営説明会でプリンタ事業の従業員数は約６，８００人と記載がありますが、事業報告書の５，５６４人との齟齬の理由は何ですか。

10. ＯＫＩグループ企業の均等待遇策について

OKIグループに２０１３年３月期に国内１６社、海外３社が連結決算に加えられました。
その中には、構造改革の施策で分社化され、今回で連結になった企業があります。分社化時には労働条件が引き下げられました。例えば、０２年に本庄地区の製造部門は、同じ構内でジェイアイピーテクノとして分社化され、賃金は３割程度下がり、健康保険なども沖電気健保から協会健保に移行になり負担増になりました。さらに年間の出勤日数も増え、労働時間が増加するなどしました。連結決算にする際は、引き下げられた労働条件の改善は従業員の切実な要求です。やむなく分社化に応じた従業員の要望に応えることは企業としての道義的な責任を果たすことが求められていると思います。そこで以下のことをお聞きします。

（１）来期は普通株主に対しても配当を予定されているが、リストラで下がった労働条件の回復も必要です。沖電気とグループ企業の均等待遇を行う施策は検討していますか。

（２）健康保険なども分社前の沖電気健康保険組合に戻してほしいという、従業員の要望がありますが対応する考えはありますか。

（３）決算に加えられたOKIプロアシストのハローワークでの募集要項によれば、時給が７８０円～８５０円（月額約１３万円）となっている例があるが、グループ内の最低賃金は１８歳見合いの１５万５千円にして格差是正をすべきではないですか。

11. 労働時間管理について　
（１）沖電気単独の平均総実働時間は何時間ですか。

（２）OKIグループでは９９年頃から裁量労働が導入されています。沖電気の呼称ではHOPワーク制です。みなし労働時間は２０時間で運用されていますが、現実は２０時間を上回る労働時間になっており、職場から改善を求める声が出ています。手直しではなく、この制度を廃止する事がタダ働きの根絶になると考えますが、経営陣はどのように認識されているのですか。

12. 定年延長とシニア社員の処遇改善について
今年度から60歳になった人は無年金になりました。無年金の人に対して無条件に雇用延長ができる定年の引き上げを行う考えがあるか伺いたい。　　
13. 成果主義的労務管理について
成果主義的労務管理は、厚生労働省「2008 年版労働経済白書」でも指摘されているように、短期的な成果を労働者に競わせ、労働者が協力して技術開発、生産活動をすすめることを困難にするなどその弊害は明白である。成果主義的労務管理を廃止し、職場の労働者が一致協力し意欲を持って研究開発・生産に取り組むことのできる環境をつくりだすことは緊急の課題であると思いますが、廃止することは考えていませんか。

14. サービス残業に対する取り組みについて
ある職場では、2012年のリストラで人が減らされたにもかかわらず、仕事の量は逆に増えています。残業規制が行われているために、始業1時間以上前から出勤して仕事のノルマをこなしているが、早朝出勤に対する残業申請をしていないと聞いている。そのため、従業員のモチベーションが下がっているとのことですが、サービス残業に対してどのように取り組んでいるのか伺いたい。

15. 障害者の雇用率について

１３年４月から障害者の法定雇用率が２％になったが、現在の雇用率は何％ですか。
16. 職場のいじめについて
厚生労働省の職場のいじめ･嫌がらせ問題に対する円卓会議が示した「職場のパワーハラスメントの予防･解決に向けた提言」のなかで、「業務上の合理性がなく能力や経験とかけ離れた、程度の低い仕事を命じることや仕事を与えないこと（過小な要求）」もパワーハラスメントにあたるとしています。以前このような事例があったと聞いていますが、現在は、行われていないと考えてよいのでしょうか。万が一同じような事例が発生した場合、どのような対応をとるのか回答をお願いします。
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